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本稿では，気候変動適応策に関連する部局に所属する自治体行政職員と地方環境研究所，技術開発機関

の研究者が参加した，環境，防災，健康，農業それぞれ分野のコデザインワークショップの発言録に対す

るテキストマイニングによって各分野において議論された内容の把握を試みた．その結果，環境分野では

数値目標を設定することの難しさ，防災分野では予測データの避難情報やリスク評価への活用方法，健康

分野では部局を越えた複合的な対策を検討する必要性，農業分野では品種改良やそれに関する農業者への

情報提供についてなどの議論があったことが明らかになった．また，環境部局にとって防災分野の適応策

は具体的に想起しやすいことが推察された． 

     Key Words: coordination between departments, scientific information, text mining 

 

 

1. はじめに 

 

2018年 6月に｢気候変動適応法｣が成立し，地方自治体

には努力義務として地域の状況に応じた｢地域気候変動

適応計画｣の策定が課せられることとなった 1)． 

文部科学省によって 2015 年度から開始された｢気候変

動適応技術社会実装プログラム(以下，SI-CAT)｣2)は，日

本全国の地方自治体などが行う適応策の検討・策定に汎

用的に生かされる信頼性の高い近未来の気候変動の予測

技術や適応策を導入した際の効果を評価する技術を開発

し，気候変動に伴い増加することが考えられる極端気象

現象への地域特性に応じた適応策の導入の支援を目指し

たプロジェクトである．気候変動予測や影響評価に関す

る技術開発は海洋研究開発機構や国立環境研究所などの

技術開発機関が，適応策の導入支援などについては法政

大学などの社会実装機関が事業を進めている． 

気候変動が及ぼす影響は熱波や集中豪雨，干ばつ，激

しい熱帯性低気圧，農業食糧生産，風水害などさまざま

であり，自治体行政における適応策には環境部局だけで

なく農政や土木，保健など多岐に渡る部局が関係する．

環境省が実施した｢平成 27年度地方公共団体における気

候変動影響評価・適応計画策定等支援事業｣3)の 11のモデ

ル自治体では，環境部局が中心となり関係部局を集めた

連絡会議などが設置され適応策の推進体制が整備されて

いる．また，都市スケールで洪水リスクへの適応につい

ても，水循環や都市計画の視点など従来は独立して策定

されている計画を一体的に捉えた包括的な計画立案や，

横断的な組織体制や統合的な議論の必要性が指摘されて

いる 4)．しかし関係部局が適応策の立案に向けてどのよ

うな認識や課題を抱えているかは明らかではなく，また

部局間の情報共有や連携のあり方も確立されていない．

そのため，それらを分野横断的に把握し，共通点や相違

点など構造を整理することが重要であると考えられる． 

そのような中 SI-CAT で社会実装機関の役割を担う法

政大学は，気候モデルや影響評価などの技術シーズが行

政ニーズを喚起しニーズがシーズを深化させるという専

門家と行政職員との協働によるコデザイン 5)の実践を目

指したコデザインワークショップ(以下，WS)を含む第 2

回適応自治体フォーラムを 2017年 8月に開催した．WS

では環境，防災，健康，農業の分野に分かれ，技術開発

機関の技術シーズや自治体行政職員が気候変動適応策の

立案に際して必要な情報，課題などが議論された．筆者

らは第 1回フォーラムの WSを対象として環境部局の行

政職員が適応策の立案に向けて持つ課題や行政ニーズの

把握を試み立場による認識の違いを明らかにした 6)が，

関係部局間の関係性の把握には至っていなかった． 



 

 

そこで本研究では，前述した WSの発言録に対するテ

キストマイニングによって各分野の関係性を概観すると

ともに，議論された内容を把握することを目的とする． 

 

2. 研究方法 

 

(1) 適応自治体フォーラムの概要 
法政大学で2017年に開催された第2回適応自治体フォ

ーラムの概要を表-1に示す．表に示すように，地域適応

策の策定に向けた気候変動データの提供と行政実務にお

ける活用をテーマとして第 2回適応自治体フォーラムが

開催された．同フォーラムには文部科学省や環境省，自

治体行政，地方環境研究所，技術開発機関，社会実装機

関などから 109名が参加した．フォーラムの前半は講義

形式で技術開発機関の技術シーズや法政大学の自治体ニ

ーズや適応計画の策定状況に関する調査の結果，適応計

画に関する国の動向，SI-CATのモデル自治体や先進自治

体の取り組みなどの話題提供が行われた．後半には 10

人程度のグループに分かれて WSが実施された．グルー

プは所属部署や専門分野を考慮して技術開発機関と地方

環境研究所の研究者，自治体行政の職員が含まれるよう

｢適応計画全般(以下，環境グループ)｣が 3グループと｢農

業｣｢防災｣｢健康｣が各 1グループの合計 4分野 6グループ

が設定された(表-2 参照)．WS では技術の活用や課題，

市民への情報提供をトピックとして，参加者がシーズと

ニーズについて模造紙に意見を書き込んだ付箋を張り付

け意見交換が行われた．最後には模造紙の結果を各グル

ープの代表者が紹介して，参加者全員で共有する時間も

設けられた．なお，各グループにはファシリテーターと

発言者をメモする記録係が配置され，ファシリテーター

がWSの先導役を務めた． 

 

(2) 分析の枠組み 
本稿では，適応自治体フォーラムの後半に行われた 

 

表-1 第2回適応自治体フォーラムの概要 

日時 2017年8月 30日（水）10:00- 17:20 

場所 法政大学 市ヶ谷キャンパス 

目的 
・適応策の策定に向けた気候変動データの提供 

・行政実務における活用 

参加者の

所属 

文部科学省，環境省，適応策に関心ある全国の

自治体行政，地方環境研究所，SI-CAT技術開

発機関，SI-CAT社会実装機関など合計109名 

アジェンダ 

 話題提供 

 技術シーズの紹介(技術開発機関) 

 適応計画の策定状況など(法政大学) 

 地域適応コンソーシアム事業など(環境省) 

 取り組みの紹介(自治体行政) 
 ワークショップ(6グループ) 

 技術の活用や課題，市民への情報提供 

適応計画全般(環境)*3，農業，防災，健康 

表-2 各グループの参加者の所属（人） 

環境1 環境2 環境3 防災 健康 農業 合計

技術開発機関 2 3 3 6 2 8 24

地方環境研究所 1 1 1 1 3 0 7

自治体行政 7 6 6 4 4 3 30

国 0 1 1 1 0 0 3

オブザーバー 2 2 1 2 1 3 11

合計 12 13 12 14 10 14 75  
※ 国：環境省，国土交通省，オブザーバー：企業，研究所など 

 

WS のうち環境の 2 グループと防災・健康・農業のグル

ープ，合計 5グループの議論を分析対象とする．なお，

環境は 3グループ設定されたが，そのうち 1グループは

音声データから参加者の発言を文字起こしすることがで

きなかったため，同グループを除く 5グループのテキス

トデータを分析対象とする． 

分析の方法について具体的には，対象とする 5グルー

プについてファシリテーターと記録係を除いた 4つの属

性(自治体行政と技術開発機関，地方環境研究所，国)の

参加者を対象とし，発言録に対するテキストマイニング

によってキーワードを抽出し，それらの関係性を可視化

する．キーワードの出現箇所をはじめとする発言録を参

照，発言内容や文脈を確認し具体的な議論内容の把握を

試みる．なお，本稿では形態素解析に ttm 7)を，多変量解

析とネットワークグラフの描画にはR 8)の snaを用いる． 

 

(3) 分析データの前処理と対象語の選定 
まず，WSのテキストデータに対して，次のような手順

で分析のための前処理を実施する． 

① すべてのグループの発言を録音した音声データから

発言を書き起こし，発言者を付与した発言録を作成

するとともに，表記のゆれの統一などクリーニング

を行ったテキストファイルを作成する．このとき，1

人の1回の発言を1つの集計単位(段落)とし，発言者

の属性でタグ付けを行う． 

② 次に出現する名詞のうちttmの品詞体系の一般とサ

変接続，複合名詞，ナイ形容動詞語幹に分類された

語の出現件数をグループごとに把握する．なお本稿

で対象とする逐語的な発言録は発言者によって表現

が異なることが考えられるため，語の出現頻度を回

数ではなく段落，つまり各発言における出現の有無

で把握する． 

③ 把握した語のうち，出現件数がいずれかのグループ

で5件以上あった語を分析対象として抽出する．この

とき，グループ間の出現件数の偏りが少ない上位20

語と，｢話｣｢お願い｣など議論の内容と直接関係しな

いと考えられる語は分析対象から除外する． 

 

(4) 対象語の間の関係性の可視化 

続いて，抽出した対象語の間の共起の頻度に基づきネ

ットワークグラフを描くことで関係性の可視化を試みる． 



 

 

① 対象語の言及の有無を段落ごとに把握し，対象段落

数×対象語数のマトリックス(出現：1，非出現：0)

を作成する． 

② 作成したマトリックスに対して主成分分析を行い，

得られた主成分負荷量に基づきテーマ間のユークリ

ッド平方距離を求め，同距離に関する対象語×対象

語のマトリックスを作成する． 

③ 対象語間のマトリックスの固有ベクトルに基づき，

ネットワークグラフのノードを配置する． 

ここで固有ベクトルに基づく配置とは構造同値性の高

いノード同士がより近くに配置されることを意味する9)．

また構造同値とは，一組のノードの間において，それら

が持つ他のノードとの関係性が同じであることを指す10)．

これらのことから，共起する傾向が高い語同士がノード

として近くに配置されることになる． 

 

 

3. 分析の結果と考察 

 

(1) グループごとの出現上位語 

前述した手順によって分析対象語として 118 語（環

境：59語，防災：46語，健康：32語，農業：23語，重複

を含む）を選定した．まず分析対象語のうち，各分野に

おける出現頻度の上位語とその出現件数を表-3 に示す．

表では 3つ以上の分野で対象語に含まれた語を灰色のセ

ルで示している．表に示すように｢自治体行政｣や｢市民｣

や｢予算｣｢国｣などは多くの分野で出現頻度が高かった．

各分野については環境分野で｢計画｣｢関係部局｣など，防

災は｢説明｣｢確実性｣，健康は｢熱中症｣｢気温｣，農業は｢農

業者｣｢品質｣などの語が見られた． 

 

(2) 対象語の間の関係性の可視化 

次に，分析対象とした118語の間の関係性をネットワー

クグラフに描いた．その結果を図-1に示す．図では出現

頻度が高かった分野を語群の周辺に併せて示している．

また，各語が持つエッジのうち頻度が平均値*3以上の語

の間のみにエッジを描いている．また，3つ以上の分野で

対象となった語については灰色のノードとゴシック体・

下線のラベルで示している． 

図に示すように，図の左上に健康グループの｢熱中症｣

｢まちづくり｣｢暑熱対策｣｢街区レベル｣など，右上に農業

グループの｢品質｣｢水稲｣｢地図｣｢現場｣など，中央あたり

に防災グループの｢災害｣｢ハザードマップ｣｢確実性｣｢避

難｣など，主に防災グループと重なるように広範囲に環境

の2グループの｢関係部局｣｢数値目標｣｢庁内｢仕組み｣など

が配置された．対象語が言及された発言を参照すると，

たとえば健康分野では｢建物や道路の暑熱対策などまち

づくりを工夫すれば熱中症は減るかもしれない，という 

表-3 グループ別の出現上位語 

1 自治体|行政 55 説明 27 熱中|症 17 地球|温暖|化 20

2 計画 35 予算 25 自治体|行政 14 農業|者 18

3 適応 33 自治体|行政 24 気温 13 県 15

4 部局 25 問題 15 お金 10 問題 11

5 研究|者 24 国 14 搬送|者|数 10 現場 11

6 市民 22 確実|性 13 市民 9 自治体|行政 10

7 利用 21 評価 12 暑熱 9 農業 10

8 予算 19 リスク 12 地球|温暖|化 8 技術 10

9 影響|評価 16 場所 11 暑熱|対策 8 品質 9

10 関係|部局 16 雨 11 問題 7 対応 8

11 国 15 降雨 11 国 7 影響|評価 7

12 具体|的 15 具体|的 10 部局 7 水稲 7

13 施策 15 取り組み 10 指数 7 リンゴ 7

14 県 14 専門|家 10 街|区|レベル 7 水 6

15 農業 14 河川 9 予算 6 温度 6

16 河川 13 方針 9 施策 6 地図 6

17 対象 13 想定 9 課題 6 米 6

18 策定 13 気候|変動 8 研究 6 対象 5

19 評価 11 防災 8 専門|家 6 ニーズ 5

20 分野 11 市民 7 木 6 認識 5

お金 7 WBGT 6 可能|性 5

整備 7 品種 5

災害 7 東北 5

規模 7

避難 7

雨量 7

河川|計画 7

環境*2 防災 健康 農業

 
 

認識を健康部局は持っていない｣など，複合的な対策を検

討する必要性について議論があった．同様に農業分野で

は｢生育への影響評価に基づく品質や収量の将来予測に

関するデータは提供可能｣｢実際に適応策として採り入れ

ていくには地域の事情も考慮するため，データの処理に

自由度を持たせられるとよい｣など，技術開発の状況やそ

れに関するニーズについて，防災分野では｢シミュレーシ

ョンで実際に浸水が進んでいく様子を見ると住民が避難

の必要性を実感するように思った｣｢水害のリスクを評価

できれば河川改修に優先順位をつけられる｣など，予測デ

ータの避難情報やリスク評価への活用方法に関する議論

があった．また環境分野では｢適応計画に数値目標を設定

するのが難しいが，取り組みの内容で指標を設定できれ

ば｣など，数値目標の設定が難しいことから計画の進捗管

理や評価が困難であることについて議論があった． 

環境と防災の分野では，前述したように語の配置から，

話題が類似する傾向が見られたが，これは環境分野にお

いて｢シミュレーションで災害の様子を見せられると市

民も避難する必要性を実感するのではないか｣など，予測

情報の活用や有用性について，頻発する水害への対策や

住民への情報提供に関する言及が多く見られたためであ

り，環境部局にとって防災分野での適応策を具体的に想

起しやすいことが推察される．また健康分野と農業分野

はある程度集まって語が配置されたが，たとえば農業分

野では｢適地以外でも技術で高品質のものを作っている

農業者もおり，風評被害のようなことがないよう適地マ

ップなどの情報は慎重に出す必要がある｣など，既に現れ

ている気候変動の影響による農作物の品質の低下や適地

の変化に関する情報の現場や社会への展開やその際の課

題など，分野に特化した議論があったためと考えられる． 
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図-1 可視化した結果 

 

4. おわりに 

 

本稿では気候変動適応策に関連する部局の自治体行政

職員と地方環境研究所，技術開発機関の研究者が参加し

た環境，防災，健康，農業の分野の WSの発言録に対す

るテキストマイニングによって各分野の関係性を概観す

るとともに議論された内容の把握を試みた．その結果，

環境分野では数値目標を設定することの難しさや市民へ

の意識啓発として可視化された情報の有効性について，

防災分野では予測データの避難情報やリスク評価への活

用方法，健康分野では部局を越えた複合的な対策を検討

する必要性，農業分野では技術開発の状況やそれに関す

るニーズ，農業者への情報提供などについてなどの議論

があったことがわかった．また環境部局にとって防災分

野の適応策は具体的に想起しやすいことが推察された． 

本稿では 4分野の WSの発言録を統合して分析し，全

体を概観するにとどまったが，今後はより詳細な分析な

どにより，分野ごとに必要な情報や課題を整理し，関係

部局間の情報共有や連携のあり方，その仕組みについて

検討していく必要がある． 
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